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１ 函館市企業局経営懇話会設置要綱

（設置）
第１条 函館市企業局の経営等に関し，適正かつ合理的な運営を行い，
健全な経営を図るために広く各界各層の市民からの意見を求めること
を目的として，函館市企業局経営懇話会（以下「懇話会」という。）
を設置する。
（所掌事項）

第２条 懇話会は，次の各号に掲げる事項を調査検討する。
(1) 事業運営に係る重要な課題，方針および施策に関すること
(2) 事業計画等の評価に関すること
(3) 料金等に関すること
(4) その他必要な事項

２ 懇話会は，前項各号に掲げる事項に関し，自ら調査検討して，企業
局長に提言することができる。
（組織）

第３条 懇話会は，委員１６人以内をもって組織する。
（委員および任期等）

第４条 委員は，次の各号に掲げる者で構成し，企業局長が決定する。
(1) 学識経験のある者
(2) 市民福祉団体に属する者
(3) 産業経済団体に属する者
(4) 一般公募による者

２ 委員の任期は，２年以内とする。ただし，委員が欠けた場合におけ
る補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

３ 委員は，再任されることができる。
（会長および副会長）

第５条 懇話会に会長１人および副会長２人を置く。
２ 会長および副会長は，委員の互選により定める。
３ 会長は，懇話会を代表し，会務を総理する。
４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，あらかじめ会
長が指定する副会長が，その職務を代理する。
（会議）

第６条 会議は，会長が招集する。
２ 会長は，会議の議長を務める。
３ 会長は，必要があると認めるときは，会議に関係者の出席を求め，
その意見または説明を聴くことができる。
（分科会）

第７条 懇話会に，専門の事項を調査検討するため必要があるときは，
分科会を置くことができる。
（庶務）

第８条 懇話会の庶務は，企業局管理部経営企画課において処理する。
（補則）

第９条 この要綱に定めるもののほか，懇話会の運営に関し必要な事項
は，会長が懇話会に諮って定める。

附 則
この要綱は，平成１２年５月１５日から施行する。

附 則
この要綱は，平成１４年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は，平成１８年５月３０日から施行する。

附 則
この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は，平成２４年６月１日から施行する。

附 則
この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は，平成３０年６月１日から施行する。

NEC-PCuser
テキスト ボックス
１



２　平成３０年度 企業局の組織と主な業務について

※ H30.4.13現在の職員数＝２４３人（企業局長，再任用短時間勤務，嘱託職員，臨時職員を除く）

60名
事業推進担当

車両担当

電車乗務員養成所

線路担当

終末処理場

乗務員の養成・研修

事業課 営業担当 電車の利用促進の企画
運行・運行管理電車担当

施設課 軌道施設の維持管理
電線路の維持管理
電車車両の維持管理

電路担当

交通部 安全推進課 安全推進担当 安全管理体制の確立
67名

処理場・ポンプ場施設の維持管理
下水の水質管理
処理場・ポンプ場工事の設計・施工
汚泥等の有効利用

汚泥処理施設担当
ポンプ場施設担当
下水道施設設計担当
水質管理担当

水処理施設担当

浄水課 赤川浄水担当
貯水池，浄水場の維持管理
水源林の維持管理
水道施設工事の設計・施工
水道水の水質検査・水質管理
水力発電所の維持管理

水源林担当
水道施設設計担当
旭岡浄水担当
水質検査担当
水質信頼性保証担当

維持管理担当 水道管路等維持担当 水道管・下水道管の維持管理
温泉供給の管理
公共桝の設置
分流改造工事

温泉等担当
温泉等担当 下水道管渠維持担当

下水道設備担当

管路整備室 計画・管路担当 計画担当
上下水道の事業計画
配水管工事の設計・施工
下水道管工事の設計・施工

水道管路設計担当
下水道管渠設計担当

上下水道部 業務課 用地管理担当
下水道使用等の許可
給排水工事の受付・相談
給排水工事業者の指定等
給排水工事の審査・検査
特定事業場から排出される下水の
水質規制・水質指導

116名 開発行為担当
マッピングシステム担当
給排水指導担当
給排水検査担当
水質指導担当

収納・滞納整理担当 収納担当
水道料金・下水道使用料等の
納付・相談，督促，催告，停水

滞納整理担当
停水担当

東部営業所 （東部４支所管内の）
転居等による水道の使用開始・中止
水道の使用水量の計量および認定
水道料金・下水道使用料等の
納付・相談

料金課 定期検針担当 転居等による水道の使用開始・中止
水道の使用水量の計量および認定
水道メーターの維持管理
水道料金・下水道使用料の決定
水洗化改造資金の貸付
下水道事業受益者負担金の手続

再調査担当
量水器担当
調定（水道等）担当
調定（下水道等）担当
調定（普及促進等）担当

経営企画課 経営計画・重要施策等の調整，進行
管理

経理課 水道・交通事業担当
予算・決算
公金の出納・保管
入札・契約

下水道事業担当
物品契約担当
工事・委託契約担当

公営企業管理者（企業局長）

［ 主 な 業 務 内 容 ］

管理部 総務課 庶務担当
庁舎・車両管理
災害対策
人事・労務・給与・研修

防災・業務連携担当
職員担当
行財政改革担当
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３  事業の概要について  

 本市の水道事業は，明治21年に創設事業に着手し，翌22年から給水を開始しています。

その後，人口増加や生活水準の向上，産業経済の発展などによる水需要の増加に合わせ 

６回の拡張事業を行い，水源の確保や浄水場等の水道施設の整備を進めるとともに，水 

源かん養保安林の整備・育成などにより水源域の環境保全に取り組んできました。 

 平成16年の市町村合併に伴い，旧４町村（東部地域）の簡易水道事業を引継ぎ，平成 

29年度末では，給水人口 259,826人に一日平均 91,665立方メートルの水を供給してい 

ます。 

 温泉事業は，温泉井（源泉）を６本（通常時利用井４本）所有しており，平成29年度 

末では，湯川地区のホテルや旅館など 101件に一日 3,868立方メートルの温泉を供給し 

ています。 

 また，売電事業については，環境負荷の低減および安定的な売電収入の確保を図るた

め，平成26年度から27年度にかけて，再生可能エネルギーを有効利用する小水力発電設 

備（最大出力 199kW）を赤川高区浄水場内に整備し，平成28年10月から発電を開始して 

います。 

 なお，小水力発電の年間実績売電量は約156万 kWhで，一般家庭の約300世帯分，二酸 

化炭素は約1,000tの削減量に該当します。 

 ア 水道事業 

函館の水道 

水 道 事 業 

温 泉 事 業 

売 電 事 業 

簡易水道事業 

計画給水人口が101人以上

の事業（函館地域） 

ホテルや旅館等に温泉を供給する事業 

（湯川地区） 

平成26年度から水道事業の附帯事業 

自ら発電した電力を電力会社に卸売する事業 

平成26年度から水道事業の附帯事業 

水道事業のうち特に計画給水人口が5,000人以下の事業（東部地域） 
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臼尻浄水場
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大船浄水場
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鹿部町
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函  館  市
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臼尻簡易水道事業

尾札部簡易水道事業
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日浦簡易水道事業
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ごりょうかく

ききょう

五稜郭公園
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函館市水道事業

ななえ

おおなかやま

函館市水道施設位置図函館市水道施設位置図

凡　例

給水区域

市町村界

旧市町村界

古武井川

戸井川

日浦川

冷水川

相泊川

ポン木直川

川汲川

八木川

木直川

糠進川

角石川

角張川

角張川水源
（311㎥/日）

深井戸
（144㎥/日）

垣の島川水源
(1,373㎥/日）

著保内川水源
（1,261㎥/日）

左股無名川水源
（495㎥/日）

冷水沢川水源
（140㎥/日）

冷水川水源
（1,209㎥/日）

牛舎の沢川水源
（1,310㎥/日）

あゆ沼川水源
（1,641㎥/日）

日浦川水源
（183㎥/日）

戸井川水源
（1,909㎥/日）

尻岸内川
汐泊川

無名川水源
（815㎥/日）

垣の島川

汐泊川水源
（45,000㎥/日）

松倉川水源
（40,000㎥/日）

亀田川水源
（70,000㎥/日）

銭亀沢支所

松倉取水場

新中野貯水池

赤川高区浄水場
（35,000㎥/日） 水力発電所水力発電所

笹流貯水池

赤川低区浄水場
（45,000㎥/日）

汐泊取水場

旭岡浄水場
（50,000㎥/日）

元町配水場

企業局
函館市役所

深井戸
（4,000㎥/日）

矢別ダム

亀田支所

湯川支所

水力発電所
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 本市の下水道事業は，昭和23年に事業認可を受け，浸水対策を重点とした合流式による

管渠の整備を進め，昭和46年には市街化区域全域を対象とした公共下水道計画を策定しま

した。その後の急速な都市化の進展を背景に，昭和55年には北海道が事業主体となり，函

館市北部の一部区域と周辺３町（現北斗市と七飯町）の汚水を処理する函館湾流域下水道

事業計画を定め，市街地を貫流する亀田川を境に南側の単独公共下水道を南処理区とし，

北側の流域関連公共下水道を函館湾処理区として整備を進めてきました。 

 平成16年の市町村合併に伴い，旧戸井町の特定環境保全公共下水道の事業を引き継ぎ，

平成29年度末では，処理区域内人口235,466人であり，一日平均99,460立方メートルの汚

水を処理しています。 

 イ 下水道事業 

函館の下水道 

函館市公共下水道事業 

単独公共下水道 

特定環境保全公共下水道 

函館湾流域下水道事業 

主に市街地の下水を排除・処理するため，市町村が管理する

下水道（主に函館市南東部） 

公共下水道のうち農山漁村部の中心集落など市街地以外で設

置される下水道（戸井地区） 

函館湾流域下水道へ接続し，下水の処理をする市町村が管理する下水道

（主に函館市北西部） 

函館市の一部・北斗市・七飯町の公共下水道の下水を受けて排除・処理するため

北海道が管理する下水道 

流域関連公共下水道 
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函館湾４号幹線

函館湾浄化センター

函館湾３号幹線

放流幹線

北斗ポンプ場 
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北斗市流域関連 
　公共下水道 

七飯町流域関連
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南処理区

函館市単独公共下水道

北　斗　市 

七　飯　町

函　館　市

函館市
流域関連
公共下水道
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凡　例

行政区域

全体計画

事業計画

幹　　線

函館湾流域下水道計画図
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 函館市の市電は，明治30年に当時の「亀函（きかん）馬車鉄道株式会社」により北海道

で始めて馬車鉄道を開業，その後大正２年６月に電化され，東京以北で最初に路面電車と

して運行を開始し，昭和39年のピーク時点では，最大12系統，営業路線17.7キロ，一日

あたりの乗客数は 135,188人までに達しました。 

  昭和40年代からは，急激な自家用車の普及，住民人口の北東部等市周辺部への拡散や近

隣自治体への移動，少子化等による市の人口減少により市電の利用者が減少し，五駅線，

東雲線，ガス会社線が廃止となり，路線は最盛期の６割ほどに縮小され，乗客数の減少が

続くなど，交通事業を取り巻く環境は厳しいものとなりました。 

 平成12年から，市営バスの廃止と市電の公営維持の函館市方針に基づき，交通事業の経

営計画と，その後継となる第２次経営計画に沿って事業運営をすすめてきた結果，本計画

における大きな課題であった，市営バス廃止に伴う累積資金不足額が平成26年度に解消さ

れました。 

 近年，市電は「人と環境に優しい公共交通機関」として見直されつつあることや，市民

が安心して暮らすことができるまちづくりのツールとして，観光客を含む交流人口の拡大

へ寄与し,賑わいのある都市空間の創造に貢献する役割も担っていると認識されておりま

す。 

 このことから，今後交通事業を安定的に事業経営させるための方向性や，具体的な取組

を示すため，平成29年度から10カ年の「函館市交通事業経営ビジョン」を策定し，取り組

みをすすめているところです。 

  今後も，電車沿線人口や沿線事業所の減少が予想されますが，市民利用や国内外の観光

需要にも対応するため，安全性の確保を最優先とした施設改良を行い，インバウンドにも

対応したバリアフリー化や情報発信の強化に努め，市の施策とも連携しながら安全で快適

な公共交通機関を維持するため，更なる内部努力による効率化を推進しながら，安定的な

経営が図られるよう最善を尽くしてまいります。 

 ウ 交通事業 

■平成２９年度の乗車人員と料金収入（決算見込）  

乗車人員（人）  乗車料金収入（千円・税抜）  

定期外 定 期 計 定期外 定 期 計 

5,301,171 446,208 5,747,379 913,710 61,703 975,413 

■主な施設 

区分  
営業路線

(km)  

運 転 

系統数  

車両数 
営業所数  停留所数  

客車 除雪車 装飾車 合計 

電車 10.9 2 32 2 3 37 1 26 

■乗車料金（平成２６年５月１日改定） 

区  分  

料  金 （円） 

備  考 
2kmまで 4kmまで 7kmまで 

7kmを 

超えた場合 

普通料金 
大人 210 230 240 250 市電専用１日券 

大人 600円 
小児 300円 小児 110 120 120 130 

NEC-PCuser
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業務の予定量

１ ％ 増 ）
２ ％ 減 ）
３ ％ 減 ）
４ ）
５ ％ 増 ）
６

◯
配水管 ｍ

◯
供給管 ｍ

◯

経営ビジョンとの比較
（税込単位：百万円）

（注）四捨五入の関係で，計と内訳とは必ずしも一致しません。

79
220

△ 572

180
2,896

17,248

支 出 計
そ の 他
支 払 利 息

そ の 他
67

△ 535
25

186

2,641
△ 1,629

1,533

企 業 債 償 還 金

区分

4,285
86
55

損 益
企 業 債
国 庫 補 助 金
一 般 会 計 繰 入 金

当 年 度 末 企 業 債 残 高

物 件 費

101
2,676

17,820

建 設 改 良 費

当 年 度 累 積 財 源 残 額
当 年 度 財 源 過 不 足 額

長 期 前 受 金 戻 入
一 般 会 計 繰 入 金
売 電 収 入
温 泉 供 給 料 金
水 道 料 金

資 本 的 収 支 不 足 額

支 出 計
そ の 他

17,280

223,845

395

0

1,387
1,254

276
769

8
66

169
1,012

864
68

1,733
271

△ 14
62

0
△ 535

43
12
0

△ 3
24

1,800
4,736

220
1,522

Ｈ３０経営ビジョン
財政計画（Ａ）

44
185
295

4,950
18

△ 20
△ 31
△ 2
229

4,328
98
55
41

209
281

栓

5,012

1,922
1,254

3,176
△ 1,654

1,347

408
1,231

5

㎥

主 要 な 建 設 改 良 事 業

131,638
32,740,500

89,700

補 て ん 財 源

資
本
的
収
支

収
益
的
収
支 退 職 給 付 費

人 件 費
収 入 計
そ の 他

４ 平成３０年度企業局各会計予算の概要について

水 道 給 水 栓 数
水 道 年 間 総 配 水 量
水 道 一 日 平 均 給 水 量
温 泉 一 日 供 給 量
年 間 販 売 電 力 量

千円
4,449

㎥
㎥
㎾/ｈ

水 道 事 業 会 計

（対前年度比
（対前年度比
（対前年度比
（対前年度比

1,145,928

0.0
1.1
1.1

2.3（対前年度比1,499,040
増減なし

そ の 他

温 泉 事 業

千円

千円

△ 510
△ 51
△ 1

3
△ 462
△ 132

水 道 事 業

194

846
88

収 入 計

1,764
273

1,571
4,542

Ｈ３０当初予算（Ｂ） 増減（B）－（A）

3,906

収益的収入合計 ５０．１億円 資本的収入合計 １０．１億円

収益的支出合計 ４７．３億円 資本的支出合計 ２６．４億円

差 引（Ａ） ２．８億円 差 引（Ｂ） △１６．３億円

（純 損 益 ２．０億円）

減価償却費等（Ｃ） １５．３億円

前年度末財源残額（Ｄ） ２７．２億円

当年度財源過不足額（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） １．８億円

当年度末財源残額（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） ２９．０億円

その他 2.8億円

退職給付費

0.7億円 建設改良費

13.9億円

企業債償還金

12.5億円

企業債 7.7億円

国庫補助金

0.1億円

一般会計繰入金

0.6億円

その他 1.7億円

物件費

17.3億円

支払利息

2.7億円

長期前受金戻入

2.1億円

一般会計繰入金

0.4億円

水道料金

43.3億円

人件費

8.6億円

売電収入

0.5億円

温泉供給料金

1.0億円

収益的収入及び支出 資本的収入及び支出

億円億円

収入 収入 支出支出

その他

18.0億円
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業務の予定量

１ ％ 増 ）
２ ％ 減 ）
３ ％ 減 ）
４

◯
下水管渠 ｍ

◯
湯川ポンプ場自動除塵機設備 式

◯
汚水処理施設2系反応タンク設備 式
汚泥処理施設遠心脱水機設備 式

◯

経営ビジョンとの比較
（税込単位：百万円）

（注）四捨五入の関係で，計と内訳とは必ずしも一致しません。

４ 平成３０年度企業局各会計予算の概要について

排 水 戸 数 118,271 戸 （対前年度比 0.3

公共下水道事業会計

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

年 間 総 排 水 量 26,973,500 ㎥ （対前年度比 1.1
一 日 平 均 排 水 量 73,900 ㎥ （対前年度比 1.1

ポ ン プ 場 事 業 59,793 千円
一

主 要 な 建 設 改 良 事 業
管 渠 事 業 1,123,415 千円

5,733

処 理 場 事 業 658,349 千円
一

区分
Ｈ３０経営ビジョン
財政計画（Ａ）

Ｈ３０当初予算（Ｂ） 増減（B）－（A）

そ の 他

下 水 道 使 用 料 4,548 4,580 32

121,355 千円

一 般 会 計 繰 入 金 1,173 1,106 △ 67
長 期 前 受 金 戻 入 1,996 2,122 126
そ の 他 77 77 0

退 職 給 付 費 33 29 △ 4
物 件 費 1,850 1,898 48

収 入 計 7,794 7,885 91
人 件 費 334 343 9

支 出 計 6,884 6,913 29
損 益 910 972 62

支 払 利 息 929 904 △ 25
そ の 他 3,738 3,739 1

企 業 債 2,433 2,671 238
国 庫 補 助 金 692 352 △ 340
一 般 会 計 繰 入 金

収 入 計 3,767 3,693 △ 74
建 設 改 良 費 2,095 1,963 △ 132

611 587 △ 24
そ の 他 30 83 53

そ の 他 15 17 2
支 出 計 6,283 6,153 △ 130
資 本 的 収 支 不 足 額 △ 2,517

一

当 年 度 累 積 財 源 残 額 1,936 2,067 131
当 年 度 末 企 業 債 残 高 52,530 52,622 92

補 て ん 財 源 1,599 1,482 △ 117
当 年 度 財 源 過 不 足 額 △ 7 △ 6 1

△ 2,460 57

企 業 債 償 還 金 4,173 4,173 0

収益的収入合計 ７８．８億円 資本的収入合計 ３６．９億円

収益的支出合計 ６９．１億円 資本的支出合計 ６１．５億円

差 引（Ａ） ９．７億円 差 引（Ｂ） △２４．６億円

（純 損 益 ８．８億円）

減価償却費等（Ｃ） １４．８億円

前年度末財源残額（Ｄ） ２０．７億円

当年度財源過不足額（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） △０．１億円

当年度末財源残額（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） ２０．６億円

その他 0.8億円

その他

37.4億円

退職給付費

0.3億円

建設改良費

19.6億円

企業債償還金

41.7億円

その他

0.2億円

企業債

26.7億円

国庫補助金

3.5億円

一般会計繰入金

5.9億円

物件費

19.0億円

支払利息

9.0億円

長期前受金戻入

21.2億円

一般会計繰入金

11.0億円

下水道使用料

45.8億円

人件費

3.4億円

億円

収益的収入及び支出 資本的収入及び支出

億円

その他

0.8億円

収入 収入 支出支出
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業務の予定量

１ ）
２ ％ 減 ）
３ ％ 減 ）
４ ％ 減 ）
５

◯
軌道改良 ｍ

◯
車体改良 両

◯

経営ビジョンとの比較
（税込単位：百万円）

（注）四捨五入の関係で，計と内訳とは必ずしも一致しません。

４ 平成３０年度企業局各会計予算の概要について

交 通 事 業 会 計

車 両 数 32 両 （対前年度比

収
益
的
収
支

年 間 走 行 キ ロ メ ー ト ル 1,011,211 ㎞ （対前年度比 2.3
年 間 総 輸 送 人 員 5,205,888 人 （対前年度比 5.8
一 日 平 均 輸 送 人 員 14,263 人 （対前年度比 5.8

車 両 費 189,370 千円
3

主 要 な 建 設 改 良 事 業
軌 道 費 140,553 千円

300

そ の 他 820 千円

区分
Ｈ３０経営ビジョン
財政計画（Ａ）

Ｈ３０当初予算（Ｂ） 増減（B）－（A）

乗 車 料 金 収 入 1,000 1,000 0
一 般 会 計 繰 入 金 343 334 △ 9
長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他 67 49 △ 18

119 118 △ 1

退 職 給 付 費 34 35 1
物 件 費 514 493 △ 21

収 入 計 1,529 1,501 △ 28
人 件 費 627 638 11

支 出 計 1,551 1,538 △ 13
損 益 △ 22 △ 37 △ 15

支 払 利 息 13 11 △ 2
そ の 他 364 361 △ 3

資
本
的
収
支

企 業 債 300 248 △ 52
国 庫 補 助 金 42 47 5
一 般 会 計 繰 入 金

収 入 計 377 330 △ 47
建 設 改 良 費 378 331 △ 47

32 35 3
そ の 他 3

△ 153 △ 153 0

企 業 債 償 還 金 152 152 0
そ の 他 0

増減なし

当 年 度 累 積 財 源 残 額 345 361 16
当 年 度 末 企 業 債 残 高 2,007 1,944 △ 63

補 て ん 財 源 235 226 △ 9
当 年 度 財 源 過 不 足 額 59 36 △ 23

△ 3

支 出 計 530 483 △ 47
資 本 的 収 支 不 足 額

収益的収入合計 １５．０億円 資本的収入合計 ３．３億円

収益的支出合計 １５．４億円 資本的支出合計 ４．８億円

差 引（Ａ） △０．４億円 差 引（Ｂ） △１．５億円

（純 損 益 △０．６億円）

減価償却費等（Ｃ） ２．３億円

前年度末財源残額（Ｄ） ３．２億円

当年度財源過不足額（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ） ０．４億円

当年度末財源残額（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ） ３．６億円

その他 0.5億円

その他

3.6億円

退職給付費

0.4億円

建設改良費

3.3億円

企業債償還金

1.5億円

企業債 2.5億円

国庫補助金

0.5億円

一般会計繰入金

0.3億円

物件費

4.9億円

支払利息

0.1億円

長期前受金戻入

1.2億円

一般会計繰入金

3.3億円

乗車料金収入

10.0億円

人件費

6.4億円

億円

収益的収入及び支出 資本的収入及び支出

億円

収入 収入 支出支出
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函館市ୖୗ水道事業経営ビジョン࠙概要版ࠚ 

㸯 策定ࡢ趣旨 

ᮏ市ࡢ水道事業ࡣ，明治22ᖺ横浜次ࡂ日ᮏ࡛２番目ࡢ近代水道࡚ࡋ給水ࢆ開始࡚ࡋ以来，市勢ࡢ発展伴い現

在࡛ࡲ㸴次わたࡿ拡張事業ࢆ実施ࡋ，良質࡞水ࡢ安定的࡞供給努ࡋࡲࡁ࡚ࡵた。 

整ࡢ施設伴い段階的拡大ࡢ以来，事業計⏬区域࡚ࡋ開始ࢆけ事業ཷࢆ事業認可昭和23ᖺ，ࡣた，ୗ水道事業ࡲ

備ࢆ進ࡵ，河川やᾏࡢ࡞水質保全や生活環境ࡢ向ୖ努ࡋࡲࡁ࡚ࡵた。 

現在，人口ࡢ減少࡞伴う水需要ࡢ減少，施設ࡢ老朽化や自然災害ࡿࡼ影響࡞，ୖୗ水道事業ࡾྲྀࢆ巻ࡃ環境

ࣇライ࡞重要ࡿ支えࢆ市民生活や社会経済活動ࡣୗ水道施設ୖ，ࡶい࡚࠾状況࡞うࡼࡢࡇ，ࡀࡍࡲい࡚ࡋ変化ࡃࡁ大ࡣ

ライン࡛あࡽࡇࡿ，安全࣭安心࡞生活環境ࡢ維持寄与ࡿࡍた࡛ࡲࢀࡇ，ࡵ構築ࡁ࡚ࡋたୖୗ水道ࢫࢩテムࡢ機能ࢆ

次世代引ࡁ⥅い࡛い࡞けࡲࡾ࡞ࡤࢀせࢇ。 

ᮏࢪࣅョンࡣ，今後ࡢᮏ市࠾けୖࡿୗ水道事業ࡢ安定ࡋた事業経営ࡢたࡵ，水道࣭ୗ水道ࡢ目指ࡁࡍ方向性ࢆ明

 。ࡍ࡛ࡢࡶࡿࡍ策定࡚ࡋ指針ࡍ示ࢆ向けたྲྀ組姿ࡢいୖୗ水道ࡋࡲ望，ࡋࡽ

 

㸰 函館市ୖୗ水道事業経営ビジョンࡢ位置付ࡅ計画期間 

 ᮏࢪࣅョンࡣ，国ࠕࡢ新水道ࢪࣅョン࣭ࠖࠕ新ୗ水道ࢪࣅョンࠖや，国ࡾࡼ策定ࡀ求࡚ࢀࡽࡵいࠕࡿ経営戦略ࠖࡢ趣

旨ࢆ踏ࡲえ，ᮏ市ࡲࡢち࡙ࡢࡾࡃ指針࡛あࠕࡿ函館市基ᮏ構想ࠖࡢ整合ࢆ図ࡾ策定࡛ࡢࡶࡿࡍ，計⏬期間ࡣᖹ成29ᖺ度

 。ࡍࡲࡋ⏬計ࡢ10ᖺ間ࡢ࡛ࡲᖹ成38ᖺ度ࡽ

㸯 水道事業 

 ᮏ市ࡢ水道事業ࡣ，明治22ᖺ日ᮏ࡛２番目ࡢ近代水道࡚ࡋ給水ࢆ開始࡚ࡋ以来，人口ࡢ増加や市勢ࡢ拡大伴い㸴

次わたࡿ拡張事業ࢆ実施ࡋ現在至࡚ࡗいࡲ。ࡍࡲた，ᖹ成16ᖺࡣ市⏫村合併９ࡾࡼ事業ࡢ簡易水道ࢆ引ࡂ⥅ࡁ，

ᖹ成27ᖺ度ᮎ࠾けࡿ水道普及率࡚ࡗ࡞％99.9ࡣいࡍࡲ。 

㸰 ୗ水道事業 

 ᮏ市ࡢୗ水道事業ࡣ，昭和23ᖺ事業ࢆ開始ࡋ，当初ࡣᾐ水対策ࢆ重点整備ࢆ進ࡋࡲࡁ࡚ࡵたࡀ，生活環境ࡢ改善や

公共用水域ࡢ水質保全ࡢたࡵ，昭和49ᖺ南部ୗ水終ᮎ処理場，ᖹ成２ᖺ函館湾浄化センタ࣮ࡢ運転ࢆ開始࡚ࡋいࡲ

戸井⏫特定環境保全公共ୗ，ࡾࡼ市⏫村合併ࡢᖹ成16ᖺ，ࡵ進ࢆ伴い順次整備拡大ࡢ増加や市勢ࡢ人口ࡶ後ࡢそ。ࡍ

水道ࢆ引ࡂ⥅ࡁ，ᖹ成27ᖺ度࠾けࡿୗ水道普及率࡚ࡗ࡞％90.2ࡣいࡍࡲ。 

㸯 函館市ୖୗ水道事業経営ビジョンࡢ策定あた࡚ࡗ 

㸰 函館市ୖࡢୗ水道ࡘい࡚ 

㸱 ୖୗ水道事業ࡢ現状課㢟 

࠙水道・ୗ水道 有収水量ࡢ推移ࠚ ࠙水道・ୗ水道事業 累積財源残㢠ࡢ推移ࠚ 

㸯 経営ࡢ状況 

 ୖୗ水道事業ࡢ有収水量ࡣ，人口ࡢ減少や節水器具ࡢ普及ࡾࡼ࡞近ᖺࡣ減少傾向あࡀࡍࡲࡾ，組織機構ࡢ見直ࡋ

や，業務ࡢ民間委託ࡢ࡞公民連携ࡢ推進ࡿࡼ経費ࡢ削減加え，公的資金補償金免除繰ୖ償還や資ᮏ費ᖹ準化債ࡢ活

用ࡾࡼ࡞経営ࡢ健全化ࢆ図ࡾ，近ᖺୖࡢୗ水道事業ࡢ収支ࡡࡴ࠾࠾ࡣ均衡ࡀ図ࢀࡽ，健全࡞経営ࢆ維持࡚ࡋいࡍࡲ。 

㸰 ୖୗ水道事業ࡢ状況 

 水道配水管ࡼ࠾び汚水管ࡘい࡚ࡣ，現在ࡰ整備ࡀ完了ࡋ維持管理更新事業ࡀ中心࡚ࡗ࡞いࡲ。ࡍࡲた，雨水

管ࡘい࡚ࡣ，ᾐ水頻度ࡢ高い地域や道路ࡢ整備併せ࡚整備ࢆ進࡚ࡵいࡍࡲ。  

 ୖୗ水道施設ࡣ，劣化状態࡞応࡚ࡌ計⏬的更新ࢆ実施࡚ࡋいࡀࡍࡲ，高度経済成長期ࡢ急速࡞水需要ࡢ増加

対応ࡿࡍたࡵ拡張整備ࡁ࡚ࡋたࡽࡇ，今後ࡣ老朽化ࡿࡍ施設ࡢ増加ࡀ見込ࡍࡲࢀࡲ。 

基，ࡵたࡢ機能維持ࡢテムࢫࢩୗ水道ୖࡿけ࠾災害時，ࡀࡍࡲい࡚ࡗ図ࢆ併せ࡚耐震化更新ࡢ施設ࡣた，現在ࡲ 

幹ࡿ࡞施設や管路ࡢ࡞耐震化ࢆ図ࡿ必要ࡀあࡍࡲࡾ。 

㸲 ୖୗ水道事業ࡢ将来ࡢ事業環境 

㸳 ୖୗ水道事業ࡢ目指ࡍもࡢ 

㸯 将来ࡢ外部環境 

 ᖹ成29～38ᖺ度࠾い࡚ࡶ，人口ࡢ減少や節水型機器

ࡲ見込ࡀࡇࡃ⥆ࡀ減少ࡣ水需要，ࡾࡼ࡞普及ࡢ

見通ࡿ࡞減少傾向ࡣ水道料金࣭ୗ水道使用料収入，ࢀ

 。ࡍࡲい࡚ࡗ࡞ࡋ

 水需要ࡀ減少ࡿࡍ見通࡚ࡗ࡞ࡋいࡽࡇࡿ，今後

実施ࡿࡍ施設ࡢ更新あたࡣ࡚ࡗ，将来ࡢ水需要対応

 。ࡍࡲࡾ࡞必要ࡀ更新ࡢた施設規模࡛ࡋ

࠙水道・ୗ水道 有収水量ࡢ見通しࠚ 

㸯 基本理念 

ࡢୗ水道ୖ，ࡾ図ࢆ向ୖ࡞質的ࡢ施設ࡶࡢ経営࡞健全，ࡵたࡃい࡚ࡋ㈉献市民生活࡞安全࡛快適，ࡶࡽࢀࡇ 

機能ࢆ次世代引ࡁ⥅い࡛いࡀࡇࡃ，ୖୗ水道事業ࡢ目指ࡁࡍ将来像考え࡚いࡍࡲ。 

㸰 基本方針 

 基ᮏ理念ࡢ実現向け，次ࡢࡘ４ࡢ基ᮏ方針ࢆ設定ࡋ，基ᮏ方針ࡈ施策目標ࢆ定ࡵ，そࢀ向けたྲྀ組ࢆ進ࡲࡵ

 。ࡍ

 㸯 ࡽࡃしࢆ支えୖࡿୗ水道 

    安全࡛良質࡞水ࡢ安定供給や，汚水処理ࡿࡼ快適࡞生活環境ࡢ確保向けたྲྀ組ࢆ進ࡍࡲࡵ。 

 㸰 災害強いୖୗ水道 

    地震や津波ࡢ࡞災害対࡚ࡋ強靱࡞ライࣇラインࢆ目指ࡶࡍ，危機管理体制ࡢ強化ࢆ図ࡍࡲࡾ。 

 㸱 信頼さࡿࢀ事業運営 

 事業経営ࡢ効率化や，人や組織ࡢ活性化，情報発信ࡢ強化ྲྀࡢ࡞組ࢆ進ࡵ，持⥆性ࡢあࡿ安定ࡋた経営基盤

  。ࡍࡲࡋ確立ࢆ

 㸲 環境対策ࡢ推進 

    再生可能エネルࡢ࣮ࢠ活用や，資源ࡢ有効利用ࡿࡼ࡞環境㈇荷ࡢ低減ࡾྲྀ組ࡍࡲࡳ。 

信頼࡛ࡽࡃしࢆ支え，未来へࡄ࡞ࡘ水ࡳࡢち 

こࢀかୖࡢࡽୗ水道事業ࡢ課㢟 

区分 取り組むべき課題
○安心द安定した水の確保
○水質管理体制の強化
○増加する老朽化施設への対策
○配水池容量の確保
○施設の耐震化ध災害対策
○水需要の減少प伴う施設規模の適正化
○貯水槽水道の衛生管理の徹底
○温泉の安定供給
○汚水管の整備
○水洗化の普及促進
○雨水管の整備
○増加する老朽化施設への対策
○施設の耐震化ध災害対策
○水需要の減少प伴う施設規模の適正化
○公共用水域の水質保全の取組の継続

経　営 ○料金・使用料収入の減少
環　境 ○効率的ऩ事業運営の継続

○環境負荷低減の取組

水　道

下水道
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ᮏࢪࣅョンࡢ実現向けた施策ࡢ実施あた࡚ࡗ

行い，今後ࢆ進行管理ࡿࡼルࢡＰ㹂㹁Ａサイ，ࡣ

たࡿࡍ対応変化ࡢ環境ࡃ巻ࡾྲྀࢆୗ水道事業ୖࡢ

 。ࡍࡲ行いࢆࡋ見直࡚ࡌ応必要，ࡵ

ࡢ施策，ࡣ࡚ࡗあたࡋ見直ࡢョンࢪࣅた，ᮏࡲ

進捗状況や評価ࡢ結果ࢆ࡞函館市企業局経営懇話

会報告ࡋ，そࡽࢀ対ࡿࡍ意見ࢆ࡞参考࡞ࡋ

 。ࡍࡲࡵ進ࢆࡋ見直，ࡽࡀ

㸶 ビジョンࡢ実現向࡚ࡅ 

㸵 安定した事業運営向࡚ࡅ 

 ࠙水道事業ࡢ経営ࡢ見通しࠚ ࠙ୗ水道事業ࡢ経営ࡢ見通しࠚ 

࠙水道事業ࠚ 

水道料金収入ࡣ今後ࡶ減少ࡃ⥆ࡀ見込ࡀࡍ࡛ࡳ，投資ࡢᖹ準化や効率的࡞事業ࡢ運営向けたྲྀ組ࢆ進ࡇࡿࡵ

投࡞必要ࡵたࡃい࡚ࡋ運営的⥆⥅ࡾわた将来ࢆ水道事業࡞耐震化ࡢ更新や，基幹施設ࡢ老朽施設，ࡾࡼ

資ࢆ行いࡍࡲ。企業債残高ࡣ，施設ࡢ更新や耐震化費用ࡢ増加ࡾࡼᖹ成29ᖺ度ࡢ約178億ࡽᖹ成38ᖺ度ࡣ約

228億増加ࡿࡍ見込ࡀࡍ࡛ࡳ，当ᖺ度累積㈈源残額ࡣᖹ成38ᖺ度࠾い࡚約19億ࢆ確保ࡿࡍ見込࡚ࡗ࡞ࡳい

 。ࡍࡲ

料金収入ࡢ減少ࡾࡼ࡞，ᖹ成34ᖺ度以降ࡣ当ᖺ度累積㈈源残額ࡢ減少ࡃ⥆ࡀ見通ࡽࡇࡿ࡞ࡋ，水道事

業ࡀ将来わたࡾ持⥆可能ࡿ࡞資金ࡢ確保向けた料金体系関ࡿࡍ調査研究ࢆ進ࡍࡲࡵ。 

 

࠙ୗ水道事業ࠚ 

 ୗ水道使用料収入ࡣ今後ࡶ減少ࡃ⥆ࡀ見込ࡀࡍ࡛ࡳ，投資ࡢᖹ準化や効率的࡞事業ࡢ運営向けたྲྀ組ࢆ進ࡿࡵ

 。ࡍࡲ行いࢆ整備࡞必要運営࡞的⥆⥅ࡢୗ水道事業࡞更新，耐震化ࡢ老朽施設，ࡾࡼࡇ

集中的ࢆ整備ࡢ࡞汚水管ࢡ࣮ࣆࢆᖹ成㸵ᖺ度，ࡵたࡢ水質保全ࡢ公共用水域改善ࡢ生活環境࡛ࡲࢀࡇ 

行ࡁ࡚ࡗたࡽࡇ，ᖹ成29ᖺ度ࡢ企業債残高ࡣ約543億ࡿ࡞見込ࡀࡍ࡛ࡳ，事業量ࡢ減少や企業債ࡢ償還ࡀ進

見ࡿࡍ確保ࢆい࡚約21億࠾ᖹ成38ᖺ度ࡣ当ᖺ度累積㈈源残額，ࡋ減少約350億ࡣᖹ成38ᖺ度，ࡽࡇࡴ

通࡚ࡗ࡞ࡋいࡍࡲ。 

 ୗ水道使用料収入ࡢ減少ࡾࡼ࡞，ᖹ成36ᖺ度ࡣ࡛ࡲ当ᖺ度累積㈈源残額ࡢ減少ࡃ⥆ࡀ見込࡛ࡀࡍ，ᖹ成37ᖺ

度以降ࡣ，企業債償還金ࡢ減少ࡾࡼ࡞収支ࡀ改善ࡿࡍ見通ࡽࡇࡿ࡞ࡋ，将来ࡢ更新需要や㈈政バランࢫ

 。ࡍࡲࡵ進ࢆ調査研究ࡿࡍ関料金体系࡞たうえ࡛，適正ࡋ見通ࢆ࡞

㸴 将来へ向ࡅた目標取組 

㸯 投資計画 

水道事業 

ୗ水道事業 

࠙水道事業ࠚ 

 水道事業ࡢ施設整備ࡢෆ

容ࡣ，水源，浄水場，配水

池，基幹管路ࡢ整備更新ࡢ

耐ࡢ過池，配水池ࢁ，

震化，老朽配水管ࡢ更新࡞

計⏬期間10ᖺ間，ࡾあ࡛

約223億ࡣ合計ࡢ投資額ࡢ

 。ࡍࡲい࡚ࡗ࡞

 

࠙ୗ水道事業ࠚ 

 ୗ水道事業ࡢ施設整備ࡢ

ෆ容ࡣ，管渠，ポンプ場，

処理場ࡢ整備ࡢ，流域

ୗ水道ࡢ施設整備係ࡿ㈇

担金࡛࡞あࡾ，計⏬期間

10ᖺ間ࡢ投資額ࡢ合計ࡣ約

193億࡚ࡗ࡞いࡍࡲ。 

㸰 経営ࡢ見通し 

࠙施設整備ࡿࡼ主要࡞指標ࡢ推移ࠚ 

水道事業 ୗ水道事業 

2】年度 38年度 2】年度 38年度

実 績 見込ࡳ 実 績 見込ࡳ

浄水場耐震化率 15.6% 79.9% 処理人口普及率 90.2% 90.7%

配水池耐震化率 8.9% 48.8% 雨水整備率 58.9% 59.7%

基幹管路耐震適合率 54.9% 59.2% 非耐震管更新率 9.7% 26.8%

指 標 名指 標 名

㸦注㸧四捨五入ࡢ関係࡛，計ෆ訳ࡣ必ࡎしも一致しࢇࡏࡲ。  

㸦税込単位：百万㸧

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 計画期間計

200 530 1,920 2,275 649 453 427 323 580 819 8,176

779 1,109 1,069 1,341 1,047 1,056 1,085 1,305 1,041 1,066 10,898

110 103 50 38 100 86 134 282 439 79 1,421

20 20 21 21 21 21 21 21 21 21 208

19 16 66 18 16 23 15 17 17 17 224

217 144 154 153 130 126 108 103 122 135 1,392

1,345 1,922 3,280 3,846 1,963 1,765 1,790 2,051 2,220 2,137 22,319合 計

区　　　分

建

設

改

良

費

原水及び浄水施設事業費

配水施設事業費

簡易水道施設事業費

消火栓事業費

温泉供給設備事業費

そࡢ他固定資産取得費等

㸦税込単位：百万㸧

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 計画期間計

1,060 1,061 1,005 930 897 920 844 1,004 969 970 9,660

40 59 323 464 173 177 82 553 576 104 2,551

710 847 498 266 678 756 850 145 236 715 5,701

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10

118 119 154 160 79 128 160 96 112 112 1,238

53 8 7 5 5 2 5 2 4 2 93

1,982 2,095 1,987 1,826 1,833 1,984 1,942 1,801 1,897 1,905 19,252

区　　　分

建

設

改

良

費

管渠事業費

ポンプ場事業費

処理場事業費

特定環境事業費

流域ୗ水道事業費

そࡢ他固定資産取得費

合 計
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函館市交通事業経営ビࢪョン࠙概要版ࠚ 

㸯 函館市交通事業経営ビࢪョンࡢ策定あた࡚ࡗ 

㸯 策定ࡢ趣旨 

  ᮏ市ࡢ交㏻事業ࡣ，こࠕ࡛ࡲࢀ函館市交㏻事業経営計⏬㸦第㸰次㸧ࠖ基࡙ࡁ経営ࡢ健全ࡾྲྀ組ࡳ，ᖹ成26ᖺ度

ᮎ市バࢫ事業ࡢ累積資金足㢠ࡀ解消ࡀࡓࡋࡲࢀࡉ，今後ࡶ人ཱྀࡢ減少伴う利用者ࡢ減少や老朽ࡓࡋ施設ࡢ更新費

用ࡢ増加ࡀ見込ࡿࢀࡲ状況あࡍࡲࡾ。そࡢ一方࡛，函館࣮ࣜナや海道新幹線ࡢ開業伴う観ග客等ࡢ利用ࡀ増加ࡍ

 。ࡍࡲい࡚ࡌ生ࡶ良い変環境ࡃ巻ࡾྲྀࢆ事業，࡞ࡿ

こうࡓࡋ中，市電ࠕ，ࡣ人環境優ࡋい公共交㏻機関࡚ࠖࡋ，Ᏻ全࡞輸送࣮ࢧビࡢࢫ提供ࡾࡼࡶࡣ，市民ࡀ

Ᏻ心࡚ࡋ暮ࡍࡽこࡾࡃ࡙ࡕࡲࡿࡁ࡛ࡀや観ග客ࡿࡍࡵࡌࡣࢆ交流人ཱྀࡢ拡大寄ࡿࡍこࡣࡽࡉ，，賑わいࡢあ

 。ࡍ࡛ࢁこࡿい࡚ࢀࡽࡵ求ࡶ役割ࡢ࡞こࡿࡍ㈉献創造ࡢ都市空間ࡿ

 ᮏビࢪョンࡣ，今後ࡢᮏ市࠾けࡿ交㏻事業ࡢᏳ定ࡓࡋ事業経営ࡵࡓࡢ，目指ࡁࡍ方向性ࢆ明ࡋࡽ，望ࡋࡲい姿

  。ࡍ࡛ࡢࡶࡿࡍ策定࡚ࡋ指針ࡍ示ࢆ組ྲྀࡓ向け

 

㸰 函館市交通事業経営ビࢪョンࡢ位置付け計画期間 

 ᮏビࢪョンࠕ，ࡣ函館市交㏻事業経営計⏬㸦第㸰次㸧ࠖࡢ後⥅計⏬ࠕ，࡚ࡋ函館市基ᮏ構想ࠖࡢ整合ࢆ図ࠕ，ࡾ函

館市地域公共交㏻網形成計⏬ࠖࡿࡍࡵࡌࡣࢆ函館市ࡾࡃ࡙ࡕࡲࡢや観ග関ࡿࡍ計⏬調和ࡀ保ࡓࢀࡓ計⏬ࡋ，計⏬

期間ࢆᖹ成29ᖺ度ࡽᖹ成38ᖺ度10ࡢ࡛ࡲᖺ間ࡍࡲࡋ。 

㸰 函館市ࡢ路面電車ࡘい࡚ 

 ᮏ市ࡢ路面電車ࡣ，大正㸰ᖺ明治後期ࡽ海道࡛唯一運行࡚ࡋいࡓ馬車鉄道ࢆ電࡚ࡋ東雲⏫～湯ࡢ川間ࢆ開業ࡋ

 。ࡓࡋࡲࡂ⥅ࡁ引ࢆ事業ࡀ函館市昭和18ᖺ，ࡾࡲ始こࡓ

 そࡢ後，人ཱྀࡢ増加ࡶ市電ࡢ利用者ࡶ増え⥆け，軌道ࢆ延伸࡞ࡿࡍ事業ࡣ拡大路線ࢆ進ࡀࡓࡋࡲࡳ，昭和40ᖺ

代入ࡿ一転ࡋ，自家用自動車ࡢᬑ及や市中心部ࡽ郊外ࡢఫ宅地ࡢ移動࡚ࡗࡼ࡞利用者ࡀᖺ々減少ࡋ⥆けࡓࡓ

 。ࡓࡋࡲࡁ࡚ࡵ努健全ࡢ経営，࡚ࡗࡼこࡿࡍ実施ࢆ対策࡞様々ࡢ࡞売却ࡢ縮ᑠや資産ࡢ路線，ࡵ

 現在ࡶ函館市ࡢ人ཱྀ減少伴࡚ࡗ市電ࡢ市民利用ࡣ減少傾向あࡀࡍࡲࡾ，ᖹ成27ᖺ度ࡣ函館࣮ࣜナや海道新幹線

 。ࡍ࡛ࢁこࡓࡋ増加ࡀ伸び，乗客数ࡀ利用ࡢ観ග客等ࡢ国ෆ外࡚ࡗࡼ࡞開業ࡢ

㸱 交通事業ࡢ現状 

㸯 経営ࡢ現状  

 乗車人員ࡣ，近ᖺࡰࡣ横㏺い࡛推移࡚ࡋいࡢࡢࡶࡿ，ᖹ成27ᖺ度ࡣ約530万人ࡾ࠾࡚ࡗ࡞，ᖹ成18ᖺ度660ࡢ万人

比࡚約130万人減少࡚ࡋいࡓࡲ。ࡍࡲ，乗車料金収入ࡣ，ᖹ成27ᖺ度ࡣ約８億８千万ࡾ࠾࡚ࡗ࡞，ᖹ成18ᖺ度ࡢ約

10億㸲千万比࡚約㸯億６千万減少࡚ࡋいࡍࡲ。交㏻事業ࡣ，こ࡛ࡲࢀ利用者ࡢ減少ࡾࡼ࡞厳ࡋい経営状況ࡀ

⥆い࡚いࡵࡓࡓ，ᖹ成12ᖺ度ࡽ㸰次わࡿࡓ経営計⏬基࡙ࡁ，一般会計ࡢ支援ཷࢆけࡽࡀ࡞事業ࡢ健全努ࡁ࡚ࡵ

解消ᖹ成26ᖺ度ࡣ累積資金足㢠ࡓࡗ約17億あᖹ成12ᖺ度，ࡋ維持ࢆ黒字ࡢ単ᖺ度収支ࡽᖹ成15ᖺ度，࡛こࡓ

  。ࡍࡲい࡚ࡋ確保ࢆ㈈源ࡢ約㸰億６千万ࡣᖹ成27ᖺ度࡛，ࢀࡉ

࠙乗車人員乗車料金収入ࡢ推移ࠚ ࠙単年度収支累積㈈源残㢠ࡢ推移ࠚ 

㸰 施設ࡢ現状 

 線路関ಀ施設ࡢうࡕ軌道ࡘい࡚ࡣ，毎日ࡢ電車ࡢ運行ࡢ࣮ࣝࣞࡾࡼ摩耗や軌道ࡢ傷ࡀࡳ生ࡿࡌこࡽ，定期的࡞

点検整備や計⏬的࡞軌道改良ࡀ必要ࡍࡲࡾ࡞。こࡵࡓࡢ，函館市交㏻事業経営計⏬㸦第㸰次㸧࠾い࡚10，ࡣᖺ間࡛

2,000ｍࡢ軌道改良ࢆ計⏬ࡋ，こ࡛ࡲࢀ計⏬ࡾ࠾実施ࡓࡲ。ࡓࡋࡲࡁ࡚ࡋ，停留場ࡘい࡚ࡣ，函館駅前ࡼ࠾び五稜郭

公園前，中央病院前ࡢ㸱停留場ࡘい࡚ࢨࢹン性ࡢ高い停留場全面改築ࡀࡓࡋࡲࡋ，約半数ࡢ停留場࡛ࡣ上屋ࡀᮍ整

備࡛あࡾࡓࡗ，Ᏻ全地帯࣮ࣟࢫࡀプ࡚ࢀࡉい࡞い状況あࡍࡲࡾ。 

 電路関ಀ施設ࡢうࡕ，変電設備ࡘい࡚ࡣ当面更新ࡢ必要性ࡣపい状況࡛ࡀࡍ，電車電力ࢆ供給ࡿࡍ架線や電車専用

信号ࡢ࡞保Ᏻ設備ࡘい࡚ࡣ，軌道同様計⏬的࡞更新ࡀ必要ࡍࡲࡾ࡞。 

 車両ࡘい࡚ࡣ，現在保᭷ࡿࡍ車両ࡢ多ࡀࡃ昭和20～40ᖺ代製造ྂࡓࢀࡉい車両࡛あࡾ，一部ࡢ車両࡛ࡣ冬期間ࡢ融

雪剤ࡢ影響ࡾࡼ࡞車体腐食ࡀ見ཷけࡿࢀࡽ状況あࡵࡓࡿ，今後ࡣ車両ࡢ計⏬的࡞更新や劣ࡢ状況応ࡓࡌ車体

改良ࡀ࡞必要ࡍࡲࡾ࡞。 

 

㸱 安全ࡢ現状 

 Ᏻ全࡞輸送ྲྀࡢ組ࡣ࡚ࡋ，計⏬的࡞施設ࡢ改良や車両ࡢ更新ࡢ࡞，経営ࢺップࡢ主ᑟࡿࡼᏳ全管理体制ࡢ

い࡚ࡵ努実施࡞確実ࡢᏳ全対策，࡞ࡿࡵ努醸成ࡢ向上やᏳ全意識ࡢ技術ࡢ職員࡚ࡌ㏻ࢆ࡞各種研修や訓練，ࡶ

  。ࡍࡲ

 

㸲 交通事業ࡢ将来ࡢ事業環境課㢟 

㸳 交通事業ࡢ目指ࡍもࡢ 

㸯 基本理念 

 函館市࠾い࡚路面電車ࡣ，身近࡞乗ࡾ物ࡽࡃ࡚ྂࡋ市民愛ࢀࡉ，親ࡓࡲ。ࡓࡋࡲࡁ࡚ࢀࡲࡋ，公共交㏻機関

，ࡽ背ᬒ࣭文的要素࡞歴史的ࡢそ，ࡃ࡞ࡣけ࡛ࡔいう都市基盤࡞重要ࡿ支えࢆࢸモビࣜࡢ市民や観ග客࡚ࡋ

観ග資源ࡢ࡚ࡋ役割ࡶ果ࡓࡋࡲࡁ࡚ࡋࡓ。 

 ᖹ成25ᖺ６᭶ࡣ路面電車開業100周ᖺࢆ迎え，翌26ᖺ度ᮎ累積資金足㢠ࡢ解消ࢆ果27，ࡋࡓᖺ度ࡣ函館࣮ࣜ

ナや海道新幹線ࡢ開業伴࡚ࡗ，国ෆ外ࡢ観ග客等ࡿࡼ需要ࡢ増加ࡀ見込ࡿࢀࡲ状況ࡓࡋࡲࡾ࡞。 

 一方࡛，人ཱྀ減少や高齢ࡢ進行ࡀ見込ࡿࢀࡲ中あࡶ࡚ࡗ，市民生活ࡢ利便性ࢆ維持࡚ࡋいࡵࡓࡃ，市電ࡣ高

齢者ࡿࡍࡵࡌࡣࢆ市民ࡢ手軽࡛Ᏻ心࡛ࡿࡁ移動手段ࡢ࡚ࡋ役割ࡀ求࡚ࢀࡽࡵいࡿこࡍ࡛ࢁ。   

 こࡼࡢう࡞状況ࢆ踏ࡲえ，こࡽࢀඛࡶ市民ࡢ足࡛あࡿ市電ࢆᏲࡾ⥆け࡚いࡵࡓࡃ，観ග客等ࡢ需要ࡾྲྀࢆ込ࡴ

 。ࡍࡲࡾあࡀ必要ࡃい࡛ࢇ組ࡾྲྀ施策ࡢࡵࡓࡃࡔࡓい࡚ࡋ利用方々ࡢࡃ多ࡿࡍࡵࡌࡣࢆ市民，ࡶ

 こࡵࡓࡢ，ᮏビࢪョン࠾い࡚ࡣ，基ᮏ理念基࡙ࡁ，輸送ࡢᏳ全確保ࡾࡼࡶࡣ，便利࡛，快適࡛，定時性ࢆ保ࡗ

 。ࡍࡲࡋ基ᮏ姿勢ࢆ提供ࡢࢫビ࣮ࢧࡓ

࠙乗車人員乗車料金収入ࡢ見通しࠚ 

㸯 将来ࡢ事業環境課㢟 

 海道新幹線ࡢ開業ࡿࡼ観ග客等利用者ࡢ増加ࡼ

ࡿ࡞対前ᖺ比࡛増㢠ࡣ乗車料金収入ࡢᖹ成28ᖺ度，ࡾ

見込ࡀࡍ࡛ࡳ，そࡢ後ࡣ人ཱྀࡢ減少ࡿࡼ࡞市電利用

者数ࡢ減少ࡾࡼ，長期的ࡣ乗車人員や乗車料金収入

  。ࡍࡲࢀࡉ予測ࡢࡶࡃい࡚ࡋ減少，ࡣ

 こࡵࡓࡢ，将来わ࡚ࡗࡓ路面電車ࢆ維持࡚ࡋいࡓࡃ

行うࢆ各種対策ࡓ向けᏳ全確保ࡢ輸送ࡁ⥆ࡁ引，ࡵ

ࢆ収入࡞必要࡛こࡿ図ࢆ利用ಁ進ࡢ一層ࡾࡼ，ࡶ

確保࡚ࡋいࡃこࡀ重要࡞課㢟࡚ࡗ࡞いࡍࡲ。 

ڳ１



ᮏビࢪョンࡢ実現向けࡓ施策ࡢ実施あ

ࢆ進行管理ࡿࡼクࣝࢧＰ㹂㹁Ａ，ࡣ࡚ࡗࡓ

行い，今後ࡢ交㏻事業ࡾྲྀࢆ巻ࡃ環境ࡢ変

対応ࡵࡓࡿࡍ，必要応࡚ࡌ見直ࢆࡋ行いࡲ

 。ࡍ

施，ࡣ࡚ࡗࡓあࡋ見直ࡢョンࢪᮏビ，ࡓࡲ

策ࡢ進捗状況や評価ࡢ結果ࢆ࡞函館市企業局

経営懇話会報告ࡋ，そࡽࢀ対ࡿࡍ意見࡞

 。ࡍࡲࡁい࡚ࡵ進ࢆࡋ見直，ࡽࡀ࡞ࡋ参考ࢆ

㸶 ビࢪョンࡢ実現向け࡚ 

㸰 経営ࡢ見通し 

輸送ࡢᏳ全ࡢ確保将来わࡿࡓ事業ࡢᏳ

定的࡞運営ࡵࡓࡢ，車両ࡼ࠾び軌道ࡢ改良事

業費ࢆ増㢠ࡿࡍこࡽ，企業債残高ࡣᖹ成

29ᖺ度ࡢ約19億ࡽᖹ成38ᖺ度ࡣ約27億

増加ࡿࡍ見込ࡀࡍ࡛ࡳ，当ᖺ度累積㈈源

ࡿࡍ確保ࢆ約㸱億ࡶい࡚࠾ᖹ成38ᖺ度ࡣ

見㏻ࡡࡴ࠾࠾，ࡾ࠾࡚ࡗ࡞ࡋ健全࡞経営ࢆ

維持࡛ࡿࡁ見込࡚ࡗ࡞ࡳいࡍࡲ。 

今後ࡣ，将来わ࡚ࡗࡓ持⥆可能࡞公共交㏻

網ࡢ構築向け࡚市電ࡢ役割ࢆ果࡚ࡋࡓいࡃ

こࡾࡼࡶࡣ，Ᏻ定的࡞経営ࡢ維持ࢆ前提

い࡚調査研ࡘい料金体系ࡍやࡋ利用ࡓࡋ

究ࢆ進࡚ࡵいࡍࡲࡁ。  

࠙経営ࡢ見通しࠚ 

㸯 投資計画 

 交㏻事業ࡢ施設整備ࡢෆ訳ࡣ，軌道費࡚ࡋ毎ᖺ⥅⥆的実施࡚ࡋいࡿ軌道改良ࡢ，Ᏻ全地帯ࡢ改良࡞

老朽࡚ࡋ車両費，ࡽࡉ。ࡍࡲい࡛ࢇ見込ࢆ࡞改良ࡢ伴う架線等無電柱ࡢ国道࡚ࡋ電路費，ࡳ見込ࢆ

ࡓࡋ車両替え࡚㸱両ࡢ超ప床車ࡢ購入17両ࡢ車体改良ࢆ見込ࡾ࠾࡛ࢇ，計⏬期間10ᖺ間ࡢ投資㢠ࡢ合計

 。ࡍࡲい࡚ࡗ࡞約40億，ࡣ

㸵 安定した事業運営向け࡚ 

㸯 安全࡛信頼さࡿࢀ公共交通 

㸰 便利࡛快適࡞輸送サービࡢࢫ提供 

㸱 まちや地域へࡢ㈉献 

㸲 経営基盤ࡢ強化 

 Ᏻ全管理体制ࡢ強やᏳ全配慮ࡓࡋ投資ࢆ計⏬的実施࠾，ࡋ客様ࡀᏳ心࡚ࡋ利用࡛ࡼࡿࡁう，ࡾࡼ一層ࡢ

Ᏻ全性ࡢ強ࢆ図ࡍࡲࡾ。 

 定時性ࡢ確保࠾，ࢇࢁࡕࡶࡣ客様ࡀ便利࡛快適利用࡛ࡼࡿࡁう，利用者目線立࣮ࢧࡓࡗビࡢࢫ提供ࡾྲྀ

組ࡍࡲࡳ。 

 人環境優ࡋい路面電車࡚ࡋ，公共交㏻機関ࡢ転換ಁࡀ進ࡼࡿࢀࡉう，市ࡢ関ಀ施策連携ࡶࡿࡍ

   。ࡍࡲࡳ組ࡾྲྀ࡞ＰＲ活動࡞積極的，

 収益力強ࡾࡼ，ࡵࡓࡢ一層ࡢ増収増客対策ࢆ進ࡶࡿࡵ，組織力ࢆ強ࡋ，効率的࡛Ᏻ定ࡓࡋ経営ࡵࢆ

 。ࡍࡲࡋࡊ

㸰 基本方針 

 基本理念ࡢ実現向け，次ࡢ㸲ࡢࡘ基本方針ࢆ設定しまࡍ。 

㸴 将来へ向けた目標取組 

㸦注㸧四捨五入ࡢ関係࡛，計内訳ࡣ必ࡎしも一致しまࢇࡏ。 
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